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１．背景

北海道の温室効果ガス排出量は、全国と比較して

◆ 家庭部門の割合が高い【約1.5倍】

◆ 人口1人当たりの排出量も多い【約1.3倍】

出典：「北海道地球温暖化対策推進計画」に基づく令和2(2020)年度の施策の実施状況等について

部門別CO2排出量の構成 人口1人当たりの温室効果ガス排出量

2050年までの「ゼロカーボン北海道」実現のためには

道民の自発的な温室効果ガス削減行動の実践が必要
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２．事業の概要

◼ 家庭部門における道民の温室効果ガス削減行動を促進するため、温室効果ガス排出に
関する道民の行動特性を調査分析の上、その結果に基づき、行動科学の知見（ナッジ
等）を活用し、行動変容を促す有効な手法を構築する。

◼ 委託期間：令和3年(2021年)6月28日～令和4年(2022年)2月28日

◼ 委託事業者：株式会社住環境計画研究所（東京都千代田区）

◼ 契約金額：8,564,615円

① 目的等

② 委託業務フロー図

Ⅳ 有識者への諮問

Ⅱ 有効な手法の提案

行動科学の知見を活用し

た行動変容に有効な手法

を道へ提案

成
果
報
告
書
の
作
成

Ⅴ
Ⅲ 手法の検証

提案した手法のうち１件

以上について道内で

WEB実証を行う

Ⅰ 道民の行動実態調査

道民のCO2排出行動の実

態と特性を把握し阻害要

因を洗い出す
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３．道民の行動実態調査「3.1 文献調査」

◼目的

環境省「家庭部門のCO2排出実態統計調査」等の文献を用いて、道内のエネルギー消
費傾向や削減余地のある部分について調査

◼調査項目

• 世帯属性（建て方、世帯類型、都市階級等）別CO2排出量

• 暖房の使い方（設定温度、使用時間等）

• 省エネルギー行動の実施状況など

◼調査結果（概要）

• 道内の家庭からのCO2排出量のうち45％は灯油

• 戸建、2000年以前築の住宅、人口5万人未満の市町村では灯油依存度が高い

• エネルギー種別CO2排出量の構成は、暖房・給湯の熱源に依存する

• 2001年以降築の住宅では、暖房・給湯熱源の電化、太陽光発電の採用が進む

① 調査の概要
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３．道民の行動実態調査「3.1 文献調査」

② 調査結果（主なもの）

◆エネルギー種別のCO2排出量

• 北海道の家庭におけるCO2排出量は4.50 [t-CO2/世帯・年]で、全国で最も多い

• エネルギー種別では他地域に比べて灯油が特に多く、年間排出量の45％と半分弱を
占める

北海道

地域別のエネルギー種別年間CO2排出量

46.0

5.14.4

44.7

電気 都市ガス LPガス 灯油

合計 4.50

[t-CO2/世帯・年]
44.7

北海道の家庭におけるエネルギー種別

CO2排出量構成比（％）
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３．道民の行動実態調査「3.1 文献調査」

② 調査結果（主なもの）

◆最もよく使う暖房機器別のCO2排出量

• 最もよく使う暖房機器は、灯油ストーブ類が最多、次いでセントラル暖房、ガスス
トーブ類

• 都市階級別には、都市規模が小さいほど灯油ストーブ類の割合が高い

最もよく使う暖房機器別の世帯数分布 建て方・都市階級別の最もよく使う暖房機器



8© 2022 Jyukankyo Research Institute Inc.

３．道民の行動実態調査「3.2 アンケート調査」

■目的
文献調査では収集できない行動や阻害要因等について、インターネットモニターを対
象としたWebアンケートを実施し、家庭における実態を深堀調査

◼調査対象等

• 調査対象：北海道在住の30歳から64歳のWEBモニター1,800名

• 調査期間：令和3年(2021年)10月28日～11月3日

• 調査項目：暖房使用状況、エアコンの使用状況など

◼調査結果（概要）

• エアコンの利用状況・エアコン活用によるCO2排出量の削減ポテンシャル

➢エアコンの購入意向は約10％で一定程度の購入意向を確認

➢冷暖兼用エアコンを暖房にも使用している世帯は6割、中間期での利用率は8割と
暖房の活用率は高く、商品選択時の訴求ポイントになりうる

• 暖房の効率的利用に関する実施状況・ポテンシャル

➢最も寒い時期に24時間運転をしている割合は全体の4分の1であり、多くの世帯は
暖房時間短縮の余地がある

➢暖房温度の調節よりも使わない暖房を止める方が実施率が高い

① 調査の概要
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３．道民の行動実態調査「3.2 アンケート調査」

② 調査結果（主なもの）

使用しているストーブ類の熱源使用している暖房の種類

◆使用している暖房の種類（複数回答

• ストーブ類が8割強で最も多く、エアコンは2割弱

• ストーブの主な熱源は灯油で、札幌ではガスストーブの割合が他地域よりも高い
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３．道民の行動実態調査「3.2 アンケート調査」

② 調査結果（主なもの）

◆時期別のエアコン暖房の使用状況

• 暖房機能を使用している人のうち、冬季に主暖房として利用している世帯は2割弱

• 中間期は主暖房として使用している割合が高く、利用の余地がある

時期別のエアコン暖房機能の使用状況 秋（10～11月）のエアコン暖房機能の使用状況

37%

18%

26%

45%

41%

49%

18%

41%

25%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

秋（10～11

月）

冬（12～2月）

春（3～5月）

エアコンを主な暖房として使用している エアコンを補助的な暖房として使用している

エアコンを暖房として使用していない

32%

30%

42%

40%

46%

46%

32%

37%

43%

55%

39%

51%

31%

35%

63%

45%

25%

15%

18%

9%

23%

19%

5%

18%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

札幌市(n=109)

道央（札幌市除く）(n=71)

道南(n=33)

道北(n=45)

オホーツク(n=35)

十勝(n=48)

釧路・根室(n=19)

全体(n=360)

エアコンを主な暖房として使用している エアコンを補助的な暖房として使用している

エアコンを暖房として使用していない



11© 2022 Jyukankyo Research Institute Inc.

３．道民の行動実態調査「3.3 ヒアリング調査」

■目的

道内事業者等を対象に、道民の灯油利用の特徴（地域差等）や、道民への省エネに関する情報発
信の実施状況等についてヒアリングし、行動科学の知見の活用可能性等を調査

■調査対象等
• 調査対象：道内に所在地があり、道民のエネルギー消費実態に知見がある6事業者等

（研究機関1、財団法人1、エネルギー事業者3、家電小売事業者1）

• 調査期間：令和3年(2021年)12月3日～12月16日

• 調査方法：対面または ンライン

■調査結果（概要）

• 道民のエネルギー消費関連行動の特徴や課題

➢ 比較的温暖な道 地域等では、新築住宅におけるエアコン暖房世帯が増加し、灯油暖房世帯
は減少している

➢ 一方で、既存住宅では灯油暖房世帯が主体

⇒ 住宅性能が高くないためエアコンでは快適性を保つことが困難【技術的側面】

⇒ ストーブ等の放射暖房に慣れており、エアコン暖房に不慣れである【心理的側面】

• 脱炭素に向けた道民の行動変容のための行動科学の活用状況

➢ エネルギー事業者において、顧客向けサービスの一環として電気・ガス・灯油の使用量や料
金の見える化（フィードバッ ）が実施されている

① 調査の概要
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４．有効な手法の提案「4.1 既存手法」

• 国内外において既に実施されている、行動科学を用いた温室効果ガス削減に資する
事例を20件提案

• 提案に当たっては、北海道の特性も考慮の上、各事例を体系的に整理

① 概要

カテゴリー # タイトル 実施主体（想定主体） 目的 活用している行動科学の知見

住宅

1
身近な人とホームイベントを開催して省エネ改修を促
進

（自治体） 省エネ改修 ピア効果

2 片付けサービスとセットで屋根裏の断熱改修を促進 （自治体・リフォーム会社） 断熱改修 フリクションコスト

3 住宅の熱画像を提示して省エネ行動を促進 （リフォーム会社） 省エネ行動 フィードバック、パーソナライズ

4 年間光熱費を提示して省エネ物件選択を促進 不動産サイト 省エネ物件購入
情報開示、現在バイアスの回避、フ
レーミング

設備・家電

1 転入・転居時の情報発信で省エネ行動を促進 自治体 省エネ行動
フレッシュスタート、マッピング、社会規
範

2
省エネ以外の価値を含めたメッセージでLEDへの買替
を促進

（流通事業者・家電メーカー） LEDに買替 社会規範、デフォルト

3 バナー広告で省エネ家電への買替を促進 ECプラットフォーマー 省エネ家電に買替
社会規範、損失回避、デフォルト、タ
イミング

4 光熱費を提示して省エネ家電選択を促進 （流通事業者） 省エネ家電選択
情報開示、現在バイアスの回避、フ
レーミング

② 提案する既存手法
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４．有効な手法の提案「4.1 既存手法」

分野 # タイトル 実施主体（想定主体） 目的 活用している行動科学の知見

習慣的行動

1 ボイラーエンジニアからのアドバイスで省エネ暖房促進 エネルギー会社 暖房省エネ行動 メッセンジャー効果

2 「自動制御」と「見える化」で暖房エネルギー削減 エネルギー会社 暖房エネルギー消費削減 フィードバック、社会規範、タイミング

3 他世帯比較レポートでエネルギー消費を削減 （エネルギー会社） エネルギー消費削減
フィードバック、社会比較、損失回避、
選択肢過多の回避

4 若年層向けメッセージで気候変動意識を醸成 （自治体） 気候変動意識 対処有効性、自分事化

5 シャワー使用量の見える化で節水と省エネを促進 （エネルギー会社・ホテル） 温水使用量削減 フィードバック

6 タオルハンガーラックのメッセージでホテルのタオル再利
用率を向上

ホテル タオル再利用 社会規範、パーソナライズ

7 客室のPOPでホテルの空調設定温度を緩和 ホテル 空調温度緩和 社会規範

8 デフォルト変更でオフィスの空調設定温度を緩和 （オフィスのエネルギー管理者） 空調温度緩和 デフォルト

その他

1 再エネ電力プランを標準オプションとすることで契約を
促進

エネルギー会社 再エネプラン契約 デフォルト

2 封筒のメッセージでエネルギー会社の切替促進 （中央政府、自治体） エネルギー会社切替 社会規範、損失回避、フレーミング

3 無料特典の提示でシェアサイクル利用を促進 自治体 シェアサイクル利用
インセンティブ、フレッシュスタート、フ
レーミング

4 アイコン・図の活用でスマート家電の理解度向上 （中央政府、自治体） スマート家電の理解 トリアージ・ツール

② 提案する既存手法（続き）
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４．有効な手法の提案「4.2 新規手法」

② 提案する新規手法

テーマ・目的 # タイトル 想定される実施主体 活用が可能な行動科学の知見

高効率エアコンの
選択

1 家電量販店の店頭での情報発信
流通事業者
自治体

損失回避、社会規範、
選択肢の構造化

2 エアコン使用世帯向け電力料金プラン提案時の情報発信
エネルギー事業者
流通事業者

インセンティブ、損失回避、
社会規範

暖房の
効率的利用

1 自治体の広報を用いた情報発信 自治体 社会規範、利得表現

2 室温記録とフィードバックを用いた情報発信
エネルギー会社
自治体

フィードバック、社会規範、
損失回避、コミットメント

3 灯油版エネルギーレポートを用いた情報発信 エネルギー会社
フィードバック、社会規範、
損失回避

• 北海道における温室効果ガスの削減余地や地域特性に加え、市町村や事業者等によ
る実践を想定した新たな手法を5件提案

• 行動科学のプログラムを設計する際に用いられるフレームワー を活用し、目的と
する行動変容に対してより効果的な手法とするとともに、介入効果を適切に測定す
るための効果検証方法についても整理

① 概要
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５．手法の検証

① 概要

■目的

提案した手法のうち2件についてWEBモニターを用いた効果検証を実施する

■調査対象等
• 調査対象：北海道在住の30歳から64歳のWEBモニター1,440名
• 調査期間：令和4年(2022年)1月14日～1月17日

■検証テーマ①高効率エアコンの選択

エアコン購入場面においてナッジを用いたメッ
セージが高効率製品の選択率に影響するか検証
する

◼検証したナッジ要素

損失回避：高効率な機器を選択しないとトータ
ルコストで損をすることを伝える

社会規範：多くの人が中間期の暖房利用を行っ
ていることについて伝える

選択肢の構造化：注目すべき要素を絞って高効
率製品が省エネルギーにつな
がることを伝える

■検証テーマ②暖房の効率的利用

ナッジを用いたメッセージが暖房に関する省
エネ行動実施意向に影響するか検証する

■検証したナッジ要素

環境フレーム：行動による環境への影響を数
値化して伝える

社会規範フレーム：多くの人が実施している
という情報を伝える

経済性フレーム：行動による光熱費への影響
を数値化して伝える
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５．手法の検証

② 結果（主なもの）

◆検証項目①「高効率エアコンの選択」の結果

• 統計的な有意差はみられなかったが、ナッジを用いたメッセージを見せたグループ
で高効率エアコンの選択率が増加した

• 損失回避メッセージは内容への関心も高く、省エネエアコンの選択率が最も高かっ
たため、今回検証したナッジ要素の中では特に有効である可能性がある

省エネ性能の高い商品の選択率
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グループ3

社会規範
(n=180)

グループ4

選択肢の構造化
(n=180)

メッセージ
なし

損失回避
メッセージ

社会規範
メッセージ

選択肢の
構造化

メッセージ

35%

45%

37%

21%

13%

30%

28%

24%

26%

33%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

「エアコンを買うとき、値段だけで選ぶと損す

るかも？」の説明文

「ランニングコストも重要！」の説明文

「電気代はどこで比較する？」の説明文

「エアコンを夏以外にも使用している人が増え

ています！」の説明文

「エアコン使用者の６割が暖房に使用！」の

説明文

「暖房にも使うなら省エネ製品がおすすめ！」

の説明文

「エアコンをエコでお得に選ぶ３つのポイン

ト！」の説明文

「ポイント①適用畳数を確認！」の説明文

「ポイント②最新機能をチェック！」の説明文

「ポイント③省エネ性能が高い製品を選ぶ！」

の説明文

損
失
回
避

社
会
規
範

選
択
肢
の
構
造
化

メッセージの中で注目した内容（複数回答）
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5%

17%

17%

17%

0% 10% 20% 30%

メッセージなし(n=82)

環境フレーム(n=76)

社会規範フレーム(n=89)

経済フレーム(n=83)

５．手法の検証

② 結果（主なもの）

◆検証項目②「暖房の効率的利用」の結果

• 統計的な有意差はみられなかったが、メッセージを受け取ったグループは、受け取って
いないグループに比べ、省エネ行動未実施者がメッセージを読んだ後に、今後は省エネ
行動を実施したいという意向を示した割合が高かった

• メッセージ間での内容に対する関心率に大きな差はみられず、いずれのメッセージも意
識変容に寄与したと考えられる

「室温を確認して暖房の温度調節をする」未実施者の実施意向率

環
境

社
会
規
範

経
済
性

「厚手のカーテンを使用して窓からの冷気を遮断する」未実施者の実施意向率
メッセージの中で注目した内容（複数回答）
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５．手法の検証

③ 検証に使用したメッセージ（高効率エアコンの選択）

○損失回避 ○社会規範 ○選択肢の構造化（Easy）
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５．手法の検証

③ 検証に使用したメッセージ（暖房の効率的利用）
○環境フレーム ○社会規範フレーム ○経済フレーム
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６．有識者への諮問

①有識者の選定

行動科学の研究等で環境配慮行動や政策活用において豊富な実務実績や業績のある者
の中から、特に社会心理学やナッジの分野における研究業績を有する以下の2名を選定
した

氏名 役職 分野・知見 選定理由

大沼 進
北海道大学大学院
文学研究院
教授

環境配慮行動
環境政策

環境配慮行動に関する研究実績
環境社会心理学を専門とし、行動科学を用いた消費者の環境配慮行動に
関する調査を数多く実施。札幌市環境審議会委員等を務め北海道内の
環境政策に関しても知見を有する。

津田 広和
Policy Garage
代表理事

行動科学

行動科学を用いた政策活用に精通
ナッジとEBPMによって行政サービスへのイノベーションを目指す横浜市行動デ
ザインチーム（YBiT）の創設代表。行動科学やデザイン思考の分野などに
おいて豊富な知識を持つ。

②諮問の実施

日 時 有識者 議 事

第1回 令和3年(2021年)8月16日(月) 大沼 進
事業概要及び温室ガス削減行動実態調査（文献調査）について
アンケート調査について

第2回 令和3年(2021年)8月20日(金) 津田 広和
事業概要及び温室ガス削減行動実態調査（文献調査）について
アンケート調査について

第3回 令和4年(2022年)1月14日(金)～2月10日(木) 津田 広和 提案する手法と効果検証方法について

第4回 令和4年(2022年)2月14日(月) 大沼 進
提案する手法と今年度の実証結果概要、次年度以降の方向性案に
ついて
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７．まとめ

• 文献調査では、北海道の家庭部門のCO2排出の特徴として、灯油によるCO2排出が多いこと、

暖房による灯油消費が多いこと、築年数の古い戸建住宅での灯油依存度が高いことを確認した

• WEB調査では、灯油暖房によるCO2排出削減策としてのエアコンの暖房活用について、特に中

間期での活用可能性が見込まれることが示唆された

• ヒアリング調査では、エアコン暖房の導入に対する課題として、住宅の断熱性能による技術的側面

と、道民がエアコン暖房に不慣れであることによる心理的側面が挙げられた

• 今後の北海道での活用が見込まれる行動科学活用事例を整理し提案した

• WEBを用いた効果検証では、限定的ではあるもののナッジを用いたメッセージによる行動変容効

果が確認できた

• 提案した手法と効果検証の結果を踏まえ、次年度以降のフィールドでの検証につなげていく

①実態調査のまとめ

②手法の提案のまとめ


